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本論文は『レファレンス』（平成１１年２月号３４

ページ～５２ページ）に掲載された「分割政府にお

ける立法過程に関する考察－１９９６年情報通信法の

立法過程」を国立国会図書館の許可を得て転載し

たものです。
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１　はじめに

アメリカの立法過程において、大統領と議会両

院の多数派が同じ政党（unified government 統

一政府）であっても、大統領の支持する重要法案

の通過を担保する制度的な仕組みは存在せず、大

統領が支持しない議会通過法案に対して大統領は

拒否権を行使できるのみである。しかし、大統領

は様々な政治的影響力を行使し、その重要政策を

実現する法案の議会通過を目指す。大統領と議会

多数派の政党が異なる分割政府（d i v i d e d

government 議会の少なくとも一院の多数派と

大統領の政党が異なる場合は分割政府）のもとで

も立法過程の基本的なプロセスはほぼ同じである。

１９９８年１１月の中間選挙の結果、下院で議席数を

減らしたものの上下両院で共和党は多数派を維持

しており、１９９５年以来続いている民主党大統領と

共和党議会という分割政府がもう２年続くことと

なった。１９７０年代以降常態化した分割政府のもと

で、大統領の支持する重要法案はいかにして成立

するのであろうか。

分割政府のもとであっても、党派対立的な法案

や一方の党の賛成だけで成立する法案は必ずしも

多くなく、過半数の重要法案は両党の協力で成立

する。議会内で両党の指導部 (議長、院内総務、

院内幹事等)と大統領側が密接に連絡をとりなが

ら複雑な交渉過程を経て成立へと至るが、その過

程は同じ議会期や大統領のもとでも政策分野や法

案の性質毎に様々なパターンがある。

本稿ではクリントン政権の重要政策を実現する

ための法案が、分割政府のもとで両党の協力によ

りいかにして成立に至ったのかその立法過程を分

析する。

２　分割政府における立法過程をめぐる研究

分割政府がアメリカ政治、とりわけ国内政策に

関する重要法案の立法過程にどのような影響をも

たらすかに関しては、分割政府が常態化してきた

１９７０年代以降様々な研究が積み重ねられてきた。
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ここではそのうちのいくつかの成果を概観してみ

よう。

立法過程における大統領と議会の関係について、

この２つの機関は別個の独立した機関であり、大

統領が主導して立法過程が進んでゆくとみる従来

からの多くの研究に対して、ピーターソンは、ア

イゼンハワーからレーガンまでの大統領が提案し

た国内政策法案の立法過程を「大統領と議会は連

携した制度」（tandom institutions）という概念

を用いて分析した。この結果大統領のイニシアテ

ィブに対する議会の反応は従来の研究が示してき

たよりはるかに協力的であること、自転車の前後

輪のように不可分の共同体であり実に多様な方法

で立法が行われること、しかし最近では大統領と

議会が対峙する局面が増加する傾向にあることを

実証した１）。

フォーリーとオーエンズは、大統領と議会各々

の過去３０年間にわたる公式、非公式の制度面の変

化に着目し、これらの制度がアメリカの政治過程

の実際にどのような影響をもたらしたかを検証し

た。その結果、議会と大統領はどちらかが主導的

な役割を果たすのではなく、相互に２元的な制度

として分立しながら影響し合うこと、分割政府の

もとであっても政治的妥協や協力の状況があれば

相互に協力して責任ある政府制度として機能しう

ることを示した２）。

コリアーは、アイゼンハワーからクリントン大

統領までのホワイトハウス立法担当室（White

House Office of Legislative Affairs : 大統領府の

議会対策部門で、大統領や行政府のロビイストと

して議会の説得を行う）の機能に着目し、各大統

領の議会への影響力を分析した。議会における各

党の影響力が弱まり、個々の議員が再選を考えて

独立に活動するようになってきた７０年代以降、議

会に対して大統領が指導力を行使することは次第

に難しくなってきており、権力の分散化が進む実

際を示した３）。

分割政府は政治的な渋滞（gridlock）をもたら

すというサンドクィスト４）らの主張に対して、

メイヒューは１９４６年から１９９０年までに成立した法

案のうち、独自の方法で２６７法案を重要法案とし

て抽出し、これらの法案をいずれの法案も１法案

は１法案として考え、それらの成立数が統一政府、

分割政府の各議会期毎でどのように異なっている

かを比較検討した。すると重要法案の成立数につ

いては、統一政府のもとでの議会期の平均でも、

分割政府のもとでの議会期の平均でもほとんど差

はなく、むしろ統一政府のもとでの成立数が多い

議会期と少ない議会期、分割政府のもとでの成立

数の多い議会期と少ない議会期の変動のほうが大

きくなることがわかった５）。これから、分割政府

は必ずしも立法上の渋滞をもたらすわけではない

と結論づけている６）。

メイヒューの研究に対しては、最終的に成立し

た法案の数のみに着目してその成立の過程を軽視

している点など様々な問題点が指摘されている７）。
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これらの批判のうち、特に成立しなかった重要法

案に着目し、メイヒューと同様に長期間にわたる

マクロレベルを対象として、これをさらに発展さ

せたのがエドワーズらの研究である。

エドワーズらは、独自の基準でメイヒューより

広範囲に重要法案を選び、１９４７年から１９９２年まで

の成立法案、不成立法案についてそれぞれ大統領

がその法案に反対する場合と賛成する場合に分け

て統計処理を行い検討を行っている。その結果分

割政府のもとでは大統領はより頻繁に重要法案に

反対し、統一政府のもとでより分割政府の場合の

ほうが、重要法案が不成立となるとしている。さ

らに分割政府のもとでは重要法案が不成立となる

確率も相当高いと結論づけている。ただしこれら

の結論は大統領あるいは行政府が法案に対して反

対の立場をとる場合にのみあてはまり、分割政府

と、大統領が支持しながら成立しなかった重要法

案との間には際立った関係はないと結論づけてい

る。大統領が法案を支持する場合、統一政府で

あってもその成立が保証されるわけではないし、

分割政府の場合でもその複雑な立法過程のなかで

分割政府であることは多くの立法上の障害の１つ

にすぎないとしている。このため、大統領が支持

する法案数あるいは成立する重要法案数と分割政

府の間には際立った関係はないようだと結論づけ

ている８）。

これらの長期間にわたるマクロレベルでの重要

法案の成立に対する分割政府の影響に関する研究

に対して、個別の法案の成立過程に分割政府がど

のような影響をおよぼしたのかに関しては下記の

研究がある。

ジョーンズはメイヒューが選択した２６７の重要法

案のうちからさらに統一政府、分割政府のもとで

成立した様々な分野の２８の法案を抽出して、その

立法過程における大統領と議会の多数党、少数党

の関係を詳細に分析し類型化している。その結果、

戦後の立法過程における大統領と議会の関係には

非常に多様なパターンがあること９）、メイヒュー

がいうように分割政府は必ずしも政治的渋滞をも

たらすわけではないこと、さらに大統領と野党の

議会指導部は双方が立法業績を分かちあったり、

政策が世論の厳しい非難にさらされる場合にはど

ちらかがその責任を一方的に負わなくてもすむよ

うに保証装置の機能をはたしている場合もあると

している１０）。大規摸な政策変化を行うためには、

ある時点で責任の拡散が必須となり、政党間の仕

切を超えて両党が同じ側に立つことができるなら

ぱ、互いに非難を免れ、功をあげながら、重要な

政策変化をもたらすような合意に到達することが

できる。この仕切がすでに何度か超えられたこと

は明白だとしている１１）。

ビームらはレーガン大統領が支持していた１９８６

年税制改革法の政策過程の分析から、改革を推進

したのはむしろ両党のリーダーが初めは改革の実

績を争い、後に改革をつぶしたとの非難を避けよ

うとしたためだったとしている。つまり、統一政

府のもとでは起こり得ない、分割政府に特有の政

党間競争が時に強力な改革の推進要因となる場合

があると分析している１２）。

以上の研究が分割政府を大統領対議会、あるい

は政党レベルで考察しているのに対し、ブレイデ

ィらは近年の政治的渋滞の原因を個々の議員と大
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統領の政策選好と、大統領拒否権を覆す際に３分

の２以上の賛成が必要な議会制度から説明してい

る。各院の議員の政策選好の中央値が政策決定に

決定的な影響を与えるとの仮定のもと１０３議会、

１０４議会の重要法案について各議員と大統領の政

策選考を個別に分析し、分割政府、統一政府に関

わりなく政治的渋滞が引き起こされる状況を明ら

かにしている１３）。

３　目　的

本稿ではクリントン大統領が１９９２年大統領選挙

の公約にかかげ、当選後も政権の重要政策と位置

づけた「情報スーパーハイウェー構想」を実現す

るために不可欠の法案である１９９６年情報通信法

（Telecommunications Act of１９９６14））」の立法過

程をケーススタディの題材として取り上げ、分割

政府のもとで大統領と議会がいかに法案を成立さ

せたかを詳細に検討する。この法案はクリントン

政権が成立を公約した重要法案15）であり、立法

過程の初めから超党派的に法案審議が進められた

両党協力的な法案でありながら、統一政府のもと

では成立せず分割政府のもとで成立した。

１９９５年以降登場した分割政府は民主党大統領、

共和党議会という、従来研究されてきた分割政府

とは反対の党派の組み合わせの分割政府であり、

これを従来の分割政府と同様に扱うぺきかについ

ては議論のあるところである16）。さらに過去４年

間のデータでは、いまだ大統領の支持する重要法

案についてはマクロ的に統計処理が可能な段階で

はない。また、１０４議会のうちでも、予算削減を

めぐり下院共和党と大統領の激しい対立から政府

機関の長期にわたる窓口閉鎖を招いた１９９５年には

大統領の支持する重要法案の成立数は非常に少な

かったが、１９９６年に入ると一転して議会と大統領

が協調して重要法案が超党派で成立するようにな

るなど、同一議会期でも第１会期と第２会期で大

きく様相が異なっている１７）。

「個々の法案の審議過程をミクロ的に観察しそ

こに分割政府か統合政府という要素がどう作用す

るか(またはしないか)を検討することなしに、メ

イヒューの研究だけをみて分割政府は立法過程に

関係ないと結論づけることはできない１８）。」とい

う武田の指摘のように、現時点ではクリントン政

権下での分割政府の立法過程の特色を知るには個

別の法案について詳細な検討が必要であると思わ

れる。

クリントン政権の支持した重要法案で、統一政

府であった１０３議会では成立せず、分割政府とな

った１０４議会で成立した重要法案には、福祉再編

成法（PL１０４－１９３）と項目別拒否権法（PL

１０４－１３０）がある。ただし、福祉改革はクリント

ンが１９９２年の大統領選挙の公約に掲げた政策課題

ではあったが、１９９６年に通過した福祉再編成法は

共和党が「アメリカとの契約」の１項目に挙げた

共和党主導の法案であった。項目別拒否権法も

ブッシュ政権時から法案が提出されておりこれも

「アメリカとの契約」の１項目で、共和党の政策

課題としての色彩が強いことといずれも先行研究
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が存在することから１９）、クリントン政権主導の

法案として１９９６年情報通信法案の立法過程を詳細

に検討する。この法案は関連業界の利害が密接に

絡むことから非常にロビイングの激しかった法案

であり、その意味では特異な法案ではある。勿論

法案の成立過程に関してだけではなく、内容面へ

の分割政府の影響もフィオリーナが指摘している

ように分割政府の重要な影響ではあるが２０）、包

括法案であり内容も膨大なため本稿では内容面へ

の影響の検討は行わない。

４ １９９６年情報通信法の立法過程分析

４－１　法案提出の背景

情報通信産業を取り巻く環境は、１９８０年代に人

りディジタル技術に代表される様々な新技術の開

発とケーブルテレビやパーソナルコンピューター

の急速な普及などにより大きく変化した。これま

で電話に代表される通信産業と、テレビに代表さ

れる放送産業とは、技術的にも法規制の面でも厳

然と区別されてきたが、ディジタル技術の急速な

発展はこれらの区別を曖昧なものにした。情報通

信分野を包括的に規制する法律は１９３４年に成立し

た ラ ジ オ 技 術 を 前 提 と す る 通 信 法

（Communications Act of１９３４、以下１９３４年通信

法）のみで、電話会社については１９８２年の

AT&T分割の際の裁判所命令、ケーブルテレビ

産業については１９８４年ケーブル通信政策法と１９９３

年ケーブルテレビ消費者保護・競争法であり、情

報通信関連業界も議会も情報通信関連法の抜本的

な見直しの必要性を強く認識してきた。１９８０年代

後半より連邦議会でも情報通信関連法の審議が行

われてきたが、委員会間の所管争いや業界間の激

しい利害対立で、１９３４年通信法の抜本的な改正は

見送られてきた。ここに登場したのがクリントン

政権である。

クリントン大統領とゴア副大統領は１９９２年の大

統領選の期間中から双方向の高速情報通信網「情

報スーパーハイウェー」構想を公約に掲げていた。

大統領選真っ只中の１９９２年９月に政権の座につい

たときに実行する本格的な公約集として出版され

た Putting People First-How We Can All Change２１）の

中で、アメリカを機能させるための再建策のひと

つとして全国的な情報ネットワークの構築を挙げ、

「各家庭、オフィス、研究所、学校、図書館が２０１

５年までに結ばれる２２）。」と公約した。この構想

はそもそもゴア副大統領が下院議員だった

１９７９年にまで遡る。当時、Congress i ona l

Clearinghouse on the Future と呼ばれるグルー

ブの議長として、コンピューターや情報通信産業

の分野の人々と意見交換をした際に、高性能のコ

ンピューター機器の能力と高速での情報通信を可

能にする情報通信網の間に大きなミスマッチがあ

り、コンピューターをつなぐ国家的な社会資本整

備の必要性が痛感されたという２３）。

大統領選挙に勝利した後、「情報スーパーハイ

ウェー」構想を実現すべく、クリントン政権も議会

の側も積極的に各業界からの意見の集約などの活動

を行った。この結果を集約したのが、１９９３年９月１５

日に発表された「全米情報基盤行動アジェンダ」

（National Information Infrastructure: Agenda
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１９）福祉再編成法の立法過程については、砂田一郎「民主党大統領と共和党議会－９５～９６年分割政府下での政策決定過程」
『１９９６年大統領選挙とアメリカ政治動向』日本国際問題研究所１９９７年３月、項目別拒否権法については、待鳥聡史「議員の
選択と議会多数党指導部 １９９６年項目別拒否権法の立法過程」『阪大法学』１９９７・８、参照。

２０）Morris Fiorena, Divided Government, ２nd. Ed. Boston : Ally and Bacon,１９９６.

２１）邦訳は、ビル・クリントン、アル・ゴア著『アメリカ再生のシナリオ』講談社 １９９３年。アメリカでは発売直後ベストセラー
となった。

２２）同上、２３頁
２３）CQWR, April ３,１９９３, pp,８２８－８２９.なおゴア副大統領の父親アル・ゴア・シニアはアメリカの経済的な繁栄の基盤となった全

米高速道路網建設の基礎となった法案の起草者として著名で、ゴア副大統領は父親の業績の現代版を目指したことになる。



for Action）である。「情報スーパーハイウェー」

構想に連邦政府として取り組むことを正式に表明し、

これを政府が自ら建設するのではなく、あくまで民

間部門の投資により作りあげること、そのためには

投資促進のため１９３４年通信法を包括的に書き換える

法案を１９９４年末までに成立させることを行動目標と

して掲げた。情報スーパーハイウェー上で、各種

の情報が高速で流通するようになると、長距離電

話、地域電話、放送、ケーブルテレビといった業

界ごとの規制の垣根はかえって情報の流通を妨げ

る。規制を緩和し新規参入を促進すれば、民間部

門による情報基盤への投資は確実に促進されるだ

ろうとしていた２４）。クリントン政権が目指したの

は、各業界の単なる規制緩和ではなかった。「情報

スーパーハイウェー」という全く新しい構想のもと、

いかに各業界の競争を促進しひいては情報通信分野

での世界的競争力を確保してアメリカ経済の２１世紀

への発展の基盤や、雇用を拡大するかという、政権

主導の大胆な政策革新であった。

議会の側でもAT&T分割以来情報通信分野の

規制が裁判所命令主導となってきたことから、立

法措置の必要性を認識し様々な努力をしてきた。

１９９３年に包括的な改革法案が提出された大きな

要因として、これまで情報通信分野で長年にわた

り所管事項を争ってきた下院司法委員長ジャッ

ク・ブルックス（民主党）と下院エネルギー・商

務委員長ジョン・ディンゲル(民主党)の間で情報

通信法の所管に関して１９９２年頃から歩み寄りがみ

られたことがあげられる。この所管争いが議会が

立法を主導する上での大きな障害となってきた。

両委員会は１９９３年初めより９ケ月にわたる協議を

経て、包括的な法案提出へと至った２５）。

関連業界の間でも改革への気運は熟していた。

１９８２年のAT&T分割により生まれた７つの地域

電話会社はその際の裁判所の命令等で、地域にお

ける電話サービスの提供では独占を認められるか

わりに、長距離電話サービスの提供や電話機器等

の製造、情報提供サービスを行うことは認められ

てこなかった（情報提供サービスについては１９９１

年から認められるようになった）。ケーブル産業

への参入も１９８４年ケーブル通信政策法等で規制さ

れたため、これらの分野への参入を求めて規制緩

和を強く求めていた。一方長距離電話会社は、地

域電話会杜の長距離サービスヘの参入をできるだ

け遅らせようとしていた。消費者団体も地域電話

会社が地域での独占的な立場を濫用することを懸

念して、長距離電話会社の立場を支持していた。

新聞業界も従来、地域電話会社が電子的情報提供

サービスを提供することに抵抗してきた。ケーブ

ル業界も地域電話会社の参入には反対してきた。

放送業界は、放送会社が他の放送会社を所有する

ことへの規制緩和を求めており、情報スーパーハ

イウェー構想には積極的だった２６）。

この業界間の対立にも大きな変化が起こってい

た。新聞業界と地域電話会社の間では、地域電話

会社が情報提供サービスに参入する際には、完全

に独立の子会社を設立するなどの点で一連の合意

が成立した。ケーブル業界も１９９３年７月に、地域

電話会杜の参入を容認した。逆にケーブル業界も

地域電話産業への参入機会をさぐっていた２７）。

業界の主要な対立構図は長距離電話会社、対地域

電話会社・ケーブル業界・新聞・放送業界という

２大勢力が対立する構図となっていた。

以上のように、クリントン政権・議会・関連業
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２４）アル・ゴア他著、『情報スーパーハイウェー』（電通、１９９４年）、２４２－２４３頁。
２５）CQWR, January１５,１９９４, p.６７.

２６）各業界の詳しい立場については、Congressional, Quarterly Special Report : The Information Arena, May１４.１９９４ 参照。
２７）CQWR, January１５,１９９４, p.６７. 



界いずれもが個別の問題での対立はあるものの大

筋では包括的な改革法案の成立を待ち望む状況の

もとで、法案が提出され審議が始まった。

４－２　立法過程の概要

４－２－１ １０３議会（１９９３－９４年）における審議

下院では９ヶ月に及ぷエネルギー・商務委員会

と司法委員会の慎重な協議の結果、２法案が１０３議

会第１会期最終日の１９９３年１１月２２日に提出された。

１９９３年独占禁止改革及ぴ通信法案（Antitrust

Reform and Communications Act of１９９３, 以下

HR３６２６）と１９９３年全国通信競争及び情報基盤法

案（National Communications Competition and

Information Infrastructure Act of１９９３,以下HR３６３６）

である。前者の提出者は司法委員長ジャック・ブ

ルックスで、エネルギー・商務委員長ジョン・

ディンゲルを含む３人の民主党議員と６人の共

和党議員が共同提案者であった。提出と同日にエ

ネルギー・商務委員会と司法委員会に付託された。

その内容は司法省と連邦通信委員会が承認したな

らば、地域電話会社は１年後に機器の製造に、５

年後には長距離電話サービスの提供に参入できる

というものである。後者の提出者はエネルギー・

商務委員会情報通信金融小委員長エドワード・

マーキィ（民主党）で、２１人の民主党議員と２２人

の共和党議員が最終的な共同提案者であった。主

要な共同提案者は共和党のジャック.フィールズ

議員で、提出と同日にエネルギー・商務委員会に

付託された。これは１９８４年ケーブル通信政策法の、

ケーブルテレビ会社が地域電話サービスを供給し

たり、電話会社がケーブルテレビ産業に参入した

りすることを規制する条項を撤廃するものである。

これらの２法案は議会の側でクリントン政権や

業界の意見を聞きながら慎重に作成したものであ

る。ディンゲル委員長は１９９３年１２月にゴア副大統

領に書簡を送り、これら２法案に対して政権独目

の法案を提出しないよう要請し、政権側も了承し

たという２８）。クリントン大統領は１９９４年１月２５日

の年頭教書演説で情報スーパーハイウェー構想に

ふれ、議会に対し法案の通過を要請している２９）。

法案作成の段階から一貫した超党派の協力で、

審議は順調に進んだ。特にエネルギー・商務委員

会ではクリントン政権の最重要法案である医療保

険改革法案の審議が控えていたこと、司法委員会

では犯罪法案の審議が控えていたことも審議促進

の大きな要因となった。１９９４年３月１６日には両法

案共委員会を全会一致で通過した。６月２８日には

賛成４２３対反対５、賛成４２３対反対４で下院本会議

も通過した。本会議通過後、HR３６２６に一本化さ

れた。本会議では修正案の提出を一切認めない代

わりに３分の２の多数の賛成を要する議事規則の

適用停止により審議がおこなわれた。

上院法案である１９９４年通信法（以下S１８２２）は、

商務・科学・運輸委員長ホリングス（民主党）に

より１９９４年２月３日に提出された。イノウエ議員

ら１０名の民主党議員とダンフォース議員ら７名の

共和党議員が最終的な共同提案者であった。提出

と同日に商務・科学・運輸委員会に付託された。

上院法案はホリングス委員長ら超党派の議員によ

り作成されたが、下院法案より地域電話会社の長

距離電話サービスヘの参入規制が厳しかったこと、

超党派の地方出身議員が競争の促進は地方の住民

に不利に働くと反対したこと３０）から委員会審議

は難航した。５月１２日には地域電話会社の意向を

受けて、１年後に無条件で長距離電話サービスヘ

の参入を認める対案（以下、S２１１１）が、ブリュー
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２８）National Journal, ３／５／１９９４, p.５２９. 
２９）1994 CQ Almanac, ４-D. 

３０）CQWR, July２８,１９９４, p.２０２３.



議員（民主党）とパックウッド議員(共和党)によ

り提出された。S１８２２は８月１１日に委員会を賛成

１８対反対２で通過したものの、中間選挙を控え本

会議の審議に入ることなく９月２３日、ホリングス

委員長が時間切れ廃案を宣言した。この時点で下

院法案ともども１０３議会で法案が成立する可能性

が事実上なくなった。

４－２－２ １０４議会（１９９５－９６年）における審議

１９９４年１１月の中間選挙で上下両院共共和党が多数

派となったことから、議会の状況は大きく変わった。

特に下院では「アメリカとの契約」を掲げて当選

した７３人の共和党新人議員が非常に保守的で、党

派的結束がかつてなく高かった。他方上院につい

ては、１９９４年中間選挙後にクリントン政権に協力

するようになった政治コンサルタントのディッ

ク・モリスと上院共和党院内幹事ロット議員の間

で１９９５年１月から政権と上院の状況に関する情報

交換が行われるようになった。クリントン政権が

福祉再編成法と情報通信法の通過を強く望んでい

ることが伝えられると、ロット院内幹事もこの２

法案の通過に焦点を絞っていった３１）。

１０４議会では上院法案の審議が下院に先行した。

新たに上院商務・科学・運輸委員長となったプレ

スラー（共和党）を中心とする共和党の委員でま

ず原案の作成が行われ、１９９５年２月１日に共和党

案が民主党側に示された。民主党側はこれに対し、

独自案を２月１４日に発表し両者の間で妥協案の模

索がされた。３月２３日には妥協案が商務・科学.

運輸委員会において賛成１７対反対２で承認され、

プレスラー委員長が３月３０日本会議に報告し、

１９９５年通信法案（Te l e c ommun i c a t i o n s

Competition and Deregulation, Communications

Decency Act of１９９５,以下S６５２）となった。委員

会妥協案に対しては、前年同様共和党、民主党、

クリントン政権それぞれからの異論があり本会議

審議は難航したが、６月１５日賛成８１対反対１８（内

訳は共和党５１－２、民主党３０－１６）で委員会案か

ら修正された法案が通過した。ホリングス少数党

筆頭委員がプレスラー委員長と共同したため、ク

リントン政権は委員会の民主党委員に頼ることが

できなかった。クリントン政権が強く支持した主

要４条項のうち、地域電話会社とケーブルテレビ

会社の合併に関する条項以外の、地域電話会社が

長距離電話サービスに参入する際の司法省の拒否

権、コンピューターネットワーク上での猥褻文書

等の規制、ケーブルテレビヘの価格規制の３条項

は上院法案には盛り込まれず、論争の舞台は下院

へと移った３２）。

下院でほ、超党派で法案の作成が進められ、５

月３日に商務委員長のブレイリー（共和党）が

１９９５年通信法案（Communications Act of１９９５,

以下HR１５５５）を提出した。最終的な共同提案者

はディンゲル前委員長を含む民主党８名、フィー

ルズ情報通信小委員長を含む共和党１８名であった。

提出と同日に商務委員会と司法委員会に付託され

た。５月２５日に商務委員会を賛成３８対反対５（反

対は全て民主党）で通過した。下院の商務委員会

の審議では、より一層の規制緩和を求める共和党

側と、消費者保護のため規制の存続を求める民主

党側が対立し、委員会採決の直前に４３ぺージに及

ぶ修正が加えられた３３）。商務委員会通過後も

ギングリッチ下院議長に代表される共和党側とク

リントン政権は共に委員会通過案に反対を表明し、

折衝が続いた。７月２４日には本会議に報告された

が８月１日にはマネージャー修正案と呼ばれる

11 郵政研究所月報 ２００１．６

３１）Dick Morris, Behind the Oval office : Winning the Presidency in the  Nineties,   New York : Random House,１９９７, pp７４－７５. 
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３３）CQWR, May２７,１９９５, p.１４９６. 



６６ページを超える包括的な修正案が提出され、ク

リントン大統領はこれに対し具体的に反対の条項

を８項目あげて議会がこれを改善しない場台は拒

否権を行使するとの声明を発表した。大統領の拒

否声明にもかかわらずマネージャー修正案は可決

され、８月４日には下院本会議を賛成３０５（共和

党２０９、民主党９６）対反対１１７（共和党１８、民主党

９８、無所属１)で通過した。下院通過案に対して、

クリントン政権は受入られないが若干の進歩は認

められると表明したがブレイリー委員長は今後も

政権と協力して法案成立を目指すとして、審議は

両院協議会の場へ移った３４）。

両院協議会の委員は下院が１０月１２日に、商務委員

会委員を中心に決定された。上院の委員も翌日発表

された。１２月２０日には両院協議会指導部のプレス

ラー、ホリングス、ブレイリー、ディンゲル議員

とクリントン政権の間で法案の大筋で合意したこ

とが発表されたが、下院の共和党議員がこの合意

の内容があまりにクリントン政権の主張に妥協し

たものだと反発し、協議は翌年に持ち越された３５）。

クリントン大統領は１９９６年１月２３日年頭教書演説

のなかで、Vチップ条項を含む情報通信法案を通

過させるよう議会に要請した。ドール共和党院内

総務は１月に入ってから放送局への周減数割り当

て問題に強い不満を示し、フィリバスター（長時

間演説などの議事妨害）の可能性を再度示唆して

いた。

１月３１日の両院指導部と両院協議会主要メンバー

の間で最後の会合がもたれ、ドールが周波数問題

を別の法案で解決する旨を伝えたこと、下院共和

党議員もこれ以上共和党よりの法案は上院民主党

議員のフィリバスター行使の危険性が高いことか

ら１２月の合意内容を受け入れ、上院下院とも合意

が得られた３６）。翌２月１日には下院本会議を賛成

４１４、反対１６、上院本会議を賛成９１、反対５でそ

れぞれ通過し、２月８日には大統領の署名を経て

法律（ＰＬ１０４－１０４）として成立した。

４－３　立法過程の主要局面における議会と大統領

この法案の立法過程は４年という長期に及んだ

が、法案の成否に重要な局面は、１０３議会上院で

廃案になった場面、１０４議会下院を通過した場面、

そして両院協議会での最終局面と大統領の署名に

いたった場面と考えられるため、これらの各々に

ついて大統領と議会両党がどのような役割を果た

したかを検討してゆく。

４－３－１ １０３議会上院で廃案にいたった場面

上院での法案審議は、下院同様超党派で法案が

作成・提出されたにもかかわらず難航した。上院

の商務・科学・運輸委員会の審議は、委員会の委

員ではない共和党院内総務ドールの強い影響を受

けた。ドールは、１９９４年７月２０日に３０ページに

及ぶ地域電話会社への一層の規制緩和を盛り込ん

だ修正法案を配布した。いくつかの条項は地域電

話会社の意向をそのまま法文化したもので、委員

会審議も妥協案の作成に向け大詰めを迎えていた

時期のドール院内総務の行動に、他の議員や業界

関係者はその意図をはかりかねていた３７）。この

後何とか委員会を超党派の賛成で通過したものの、

すでに委員会審議に半年以上の時間が費やされて

いた。委員会通過案は当初案より地域電話会社に

とっては規制が厳しくなっていたため、ドール院

内総務の他共和党２議員が一層の規制緩和を求め
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て、１民主党議員がより一層の規制強化を求めて

本会議でのフィリパスターの可能性を示唆してい

た。９月２２日にドール院内総務のスタッフがホ

リングス委員長に１１ページの修正案を提出した。

地域電話会社への一層の規制緩和を求める内容で、

ドール院内総務が妥協の余地はなくそのまま法案

に盛り込むように要求した。しかし、これまでの

委員会審議の経緯から、委員長には受入難い提案

であったため廃案を決意し３８）、９月２３日の委員

長の時間切れ、廃案宣言にいたった。

ドール院内総務の行動は、共和党を代表してク

リントン政権主導の政策革新に対立するというよ

りは、かねてから情報通信分野の規制暖和論者が、

下院法案より強い規制を嫌い上院法案に真っ向か

ら反対し強力なロピイング攻勢を行っていた地域

電話会社の利害をそのまま代弁したものであると

考えられる。これは上院の委員会審議において共

和党委員は民主党委貝と協調的であり、対案となっ

た法案もあくまで超党派で提出されているためであ

る。さらに業界対立のもう一方の対局にいた長距

離電話会社も、上院法案には強い不満をもちロビ

イングの対象を絞って攻勢をかけていた。地域電

話会社も対案であるS２１１１を支持する姿勢をみせ、

主要業界のどちらもが反対にまわったことで、上

院は選挙前の審議期間不足の前に成立を断念した。

クリントン政権はあくまで法案の成立を希望して

いた３９）。

このように、１０３議会の統一政府のもとで情報

通信法案が廃案となった主要な原因としては、上

院において地域電話会社と長距離電話会社という

関連業界の２大勢力の利害が激しく対立しこれに

対して妥協案を作成できず、どちらも法案に反対

にまわったことから調整に時間が不足したことが

挙げられる。

無論ドール院内総務ら少数の議員が強い影響力

を行使できるのは、制度的な上院特有の事情によ

る。会期末が近づき、本会議審議の時間が制約さ

れてくると、非重要法案についてはたった１人の

上院議員がフィリバスターの可能性を示唆するだ

けで廃案に持ち込めるという４０）。特に１９９４年９

月の時点では、これまでクリントン政権の最重要

法案であった医療保険法案の審議に多大な時間を

費やしていたことから、中間選挙を１１月に控え上

院本会議の審議日程は非常に厳しくなっていた。

非重要法案だけではなく重要法案に対してもフィ

リパスター行使の脅しが有効となる状況だった。

これ以前の議会では民主党指導部と協調的だった

ドール院内総務も、１０３議会において大統領選挙

への戦術を立て始めてからは民主党と対立するよ

うになった４１）。１０３議会では、上院共和党議員に

よるフィリバスター戦術がクリントン政権を度々

苦しめており、政治資金関連法案や環境関係法案

が廃案に追い込まれ、大幅な譲歩を余儀なくされ

た法案も多数あった４２）。１０３議会では４７%の重要

法案が何らかの審議引き延ばしなどの妨害にあっ

ており、これらのほとんどは党派的な対立による

ものだった４３）。
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４－３－２ １０４議会下院本会議の場面

１０４議会の審議において法案成立への大きな転

換点となったのは、下院本会議最終段階でクリン

トン政権の拒否権行使声明を受けての包括的修正

案をめぐる駆け引きといえるだろう。この下院で

の最終的な場面で提出された修正案の論点が、各

業界、クリントン政権、議会のこの法案に関する

論点を集約しているためである。本会議の審議で

は、修正案の提出は８つに制限され各々に対する

討論時間も１０分から３０分に制限された。この８つ

の修正案のうち１つは他の修正案に付随するもの

であり、他の１つは大統領が立場を明確にしてい

ないこと、それにもうひとつは下院の圧倒的な多

数で通過していることから、残りの５つの修正案

について議会各党と政権の立場を詳しく検討して

みたい。

このうち最も重要な修正案は、ブレイリー商務

委員長が１９９５年８月１日になってようやく最終案

を明らかにした、いわゆるマネージャー修正案で

ある。商務委員会から報告された妥協案からさら

に地域電話会社よりに規制を緩和する方向に修正

する６６ページに及ぶ多項目の包括的な修正案であ

る。この修正案は地域電話会社の立場を支持する

下院共和党指導部、委員会の共和党議員、業界の

ロビイストやスタッフらが数週間にわたって非公

式の協議を水面下で重ねて起草したといわれてい

る。地域電話会社の利害を強く反映した内容で、

長距離電話会社は強い反発を示していた。民主党

議員も法案審議の最終段階でこれまでの超党派で

の妥協案を探る努力を全て打ち壊す一方的な提案

に強い反発を示した。

この修正案の主要な内容は、地域電話会社が長

距離電話サービスに参入するまでに要する期間を

短縮し、地域電話会社の長距離への参入に対して、

司法省の役割を拒否権ではなく、連邦通信委員会

へ参考意見を述べる役割に限定したことである。

クリントン政権は業界の寡占化が進み消費者保護

に重大な疑義があるとして、この修正案が発表さ

れるやいなや、修正案の主要な内容を含む８項

目、・テレビ局の所有規制緩和、・ラジオ局の所

有規制廃止、・新聞会社と放送会社、放送会社と

ケーブル会社の相互所有規制廃止、・地域電話会

社が長距離電話サービスに参入する際の司法省の

拒否権がないこと、・電話会社がケーブル会社を

買収しやすくなること等、・ケーブル料金規制の

緩和、・州政府の規制権限、・Vチップ条項が含

まれていないこと、を指摘しこれらの点について

議会が改善しない限り、法案に対して拒否権を行

使する旨の声明を８月１日発表した４４）。

この修正案に対して民主党は審議の引き延ばし

戦術などをとって抵抗したが、投票結果は、賛成

２５６（共和党１５９、民主党９７）反対１４９（共和党６５、

民主党８３、無所属１）の超党派で通過し、結局最

終法案の下院本会議通過の大きなはずみとなった。

この修正案に対してはクリントン大統領も反対の

立場を明確にしており、これまでの議会の場での

超党派の妥協案作成の努力をふみにじるものであ

り、民主党が一致して反対してもおかしくはな

かったが、半数以上の民主党議員が賛成した。

クリントンが支持した、既存のケーブルシステ

ム料金規制存続修正案については、超党派の議員

により提出され、賛成１４８（共和党１７、民主党１３０、

無所属１）反対２７５（共和党２１０、民主党６５）で否

決された。同じくクリントンが支持し、超党派の

議員により提出された、地域電話会社が他業種へ

参入する際司法省に拒否権をあたえるという長距

離電話会社よりの修正案も賛成１５１（共和党３３、

民主党１１７、無所属１）反対２７１（共和党１９４、民
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主党７７）で否決された。民主党議員により提出さ

れた、ネットワークのテレビ局所有制限をクリン

トンよりに修正する修正案は、賛成２２８（共和党

６０、民主党１６７、無所属１）、反対１９５（共和党

１６８、民主党２７）で可決された。クリントンが支

持し、共和党議員が提出した、Vチップ義務づけ

修正案は、賛成２２４（共和党４３、民主党１８０、無所

属１）、反対１９９（共和党１８４、民主党１５）で可決

された。

最終的な法案に対する投票結果は、賛成３０５(共

和党２０９、民主党９６）、反対１１７（共和党１８、民主

党９８、無所属１）で民主党が一致して反対すれば

法案の通過は阻止できたが、二分裂したことで下

院を通過し、最終的な法案成立に向け大きく前進

した。

クリントン政権が拒否権行使の可能性まで示唆

したにもかかわらず、下院民主党の投票は何故分

裂し、法案は下院を通過したのだろうか。この法

案はクリントン政権主導の政策革新を実現する法

案でありクリントン政権は基本的には法案の成立

を強く願っていた。しかし、共和党指導部を中心

に地域電話会社の利害を代弁し、急激な規制緩和

を図ろうとする議会多数派には反対し、消費者保

護のための規制の存続に関する条項にこだわって

いたため、政権と党派を超えた議会多数派はねじ

れた関係だった。下院の民主党もディンゲル商務

委員会少数党筆頭委員は地域電話会杜の立場の代

弁者として知られ、マネージャー修正案を支持し

ていたため、クリントン政権は上院同様下院にお

いても民主党の基盤が弱かったといえる。つまり、

党派の対立ではなく超党派の地域電話会社支持派

対長距離電話会社支持派という構図のなかで、下

院共和党、艮主党有力議員ともに地域電話会社よ

りの立場を支持し、多数派を形成し得たため、

１０４議会では地域電話会社を満足させられる法案

を作成できたのである。長距離電話会社はゆきす

ぎたロビイング活動から下院での影響力が弱まっ

ていた４５）。この下院の場面では、クリントン大

統領は拒否声明は出しているものの、法案修正は

すでに詳しくみたようにあくまで下院共和党指導

部主導である。

４－３－３　両院協議会と大統領の署名

両院協議会は１９９５年１２月２０日、主要な対立点でク

リントンが拒否声明に盛り込んだ条項に大幅に譲

歩する形で大筋で合意に達した。フィリバスター

行使を背景に強い発言力をもっている上院民主党

のクリントン支持議員に配慮せざるをえなかった

たためであると考えられる。しかしこの合意案に

対しては、下院共和党議員を中心に規制が強すぎ

ると強い反発があった。年が明けると、再度

ドール上院院内総務がフィリパスター行使の可能

性を示唆して法案に反対の立場を明確にし、１９９４

年と同様に再度廃案かと思われた。ところが１９９６

年は、大統領選挙の予備選挙が始まろうとしてお

り、強硬だったドールが譲歩し放送局への周波数

の割り当て問題について別に審議することで妥協

し、議会も大統領選挙の争点に利用されることを

嫌った。また、大儀領選後、これまで積み上げて

きた審議を無駄にして再度協議を操り返すことを

躊躇したこと、予算案をめぐる大統領と議会の長

期にわたる対立から共和党の支持率が急落してい

ることなどから共和党議員も納得し、ほぼ１２月の

合意案どおりに両院協議会で成案がえられた４６）。

予算案に対しては拒否権を行使し政府窓口の長

期にわたる閉鎖を招いていたため、大統領もさら

に拒否権を行使しにくい状況であったことと、両

院協議会の成案は前年の大統領の主張に大幅に譲
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歩した内容のものであったことから、大統領も２

月８日法案に署名した。

法案が成立にいたった背景にはすでに審議が４

年目に入り、利害の対立はあるものの法案の成立を

願う関連業界からの強い声があったことと、１９９５年

と１９９６年で議会の様相が大きく変化し、１９９６年に入

ると下院が大統領との妥協をはかるようになった

ことがある。この意味では１９９６年８月に成立した

福祉再編成法案の成立の最終局面における共和党

議会と大統領の妥協協調のパターンなど

１９９６年に入ってから成立した一連の重要法案の成

立過程と共通するものが読み取れる。

５　結　論

１９９６年情報通信法案は、クリントン政権が主導

する政策革新である「情報スーパーハイウェー」

構想を実現するために不可欠の法案であり、政権

主導の法案であったが統一政府のもとでは成立せ

ず１０４議会分割政府のもとで成立した数少ない重

要法案のうちの１つである。この法案審議は作成

の段階から超党派で進められ、イデオロギー的な

対立要素はあるものの党派的対立法案ではなかっ

た。

クリントン政権は法案の成立を強く願いながら

も、１０４議会ではキングリッチやドールなどの共

和党議会指導部が地域電話会社の立場を支持し、

超党派の議会多数派も地域電話会社よりの規制緩

和を支持したことから、消費者保護のためにある

程度の規制の存続を求めるクリントン政権と議会

多数派の立場は対立した。クリントン大統領は放

送業界から反対の強かったVチップ条項などで積

極的な役割を果たした。この法案が成立した直接

的な要因としては、関連業界が法案の成立を強く

望んでおり、これに対して議会が強力なロビイン

グを行っていた関連業界とクリントン政権を納得

させられる妥協案を作成できたことが挙げられる。

間接的な要因としては、強硬だったドールが大統

領選挙予備選を控えてこの法案から手を引いたこ

とと、１０４議会に入り上院共和党院内幹事ロット

とクリントンの間に情報交換の関係が構築された

こと、ギングリッチら下院共和党が予算案をめぐ

る大統領との対立による世論の支持の急落からク

リントン政権との協調路線に転じたことが挙げら

れる。

この法案の審議過程は一貫して両党協力的であ

り、その成立に関しては、統一政府か分割政府か

は重要な要因ではなかった。統一政府のもとでも、

上院でフィリバスターを回避できる多数（全上院

議員の５分の３）が大統領と同じ立場になかった

ため１０３議会では廃案に追い込まれた。１０４議会で

は分割政府であることが積極的な法案通過の促進

要因となったわけではないが、大統領と議会は妥

協案を成立させた。本法案の場合、政策革新のた

めの法案といっても関連業界が法案の成立を待ち

望む中、政党間で改革の実績を争う政党間の競争

や、非難回避はみられず、積極的な推進要因にな

ったとは考えにくい。

ジョーンズのいうように、分割政府といっても

立法過程における大統領と議会の関係は法案の性

質やイッシュー、また政治状況などに応じてより

様々であろう。１９９５年以降に登場した分割政府に

おける大統領と議会の関係の特徴を知るためには、

重要法案の立法過程についてさらに事例研究を積

み重ねる必要があると思われる。
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